















































































（明治四○）年の日本聖公会組織成立二○周年をみすえてのことである。そして翌一九○二（明治三五）年の日本聖公会第七総会が日本聖公会監督資金局（中央）を設置したことで、日本人監督およびその自治教区に向けての歩みは始まったかのようにみえた。しかし、中央としての全体教会と各地方部積み立ての監督資金 関係が一九○五（明治三八）年の第八総会まで不明瞭だったことに加え、日本人監督が管轄権を持つ教区制定法案を可決したのが一九○八（明治四一）年の第九総会というように、日本人監督教区実現の条件 自給教会との関係が定まらないまま、 七年の組織成立二○周年は経過してしまった。このことは、七年以内と要望された諸教会の自給意欲に少なからず影響を与えたことであろ 。　
組織成立二○周年に当たる一九○七年六月四日開会の


















ミッション系の京都地方部所属でも、教会自給調査委員の一九○二年度統計によると 高田キリスト教会（奈良県） 、大阪川口キリスト教会、大阪約翰教会の三教会が自給進歩として記されて「そ 他二 三の教会が今や其準備中に在る」と報告されていた
（9）。この二地方部によ
る大阪市内を中心とする自給 が順調に加速すれば、一九○八年の第九総会で可決 た「日本人監督教区」制定の前提条件である 地理上隣接した自給六教 の実現は、時間の問題であるかのように思われた である。　
ところが、京都地方部の一九○一年の第五地方会は、




総会可決の七年前という教区制定の条件が不明確な時点で、地方部の権益にとって損失となりかねないような自給教会の放出は困難であったであろう。ただ、 「七年以内」の自給達成を諸教会 要望した日本聖公会外国人諸監督教書の発行も一九○一 であることを想起すると、同年に開催された第五京都地方会での報告は、隣接する英米二ミッション系地方部内で混在する同じ伝道区（地域）の自給教会による「日本監督 区」の制定 い よりも、 ミッション系いずれかの単独地方部内の自給教会による「日本監督教区」の制定 、優先して想 していたことが暗示されている。日本聖公会第 総会から第九総会にかけて六年越しで可決された「日本監督教区制定案」に、 「地理上相隣接セル 中」と明記されたのはこうした事情が考慮されたから ある。そ でも、 「日本監督教区制定案」を可決した第九総 （一九○八年）後も、京都地方部監督パートリッジの辞任 鑑み その後任に日本人監督の任命や日本監督教区制定の可能性が探られたが 内の自給教会に「大阪神戸辺に在る大阪地方部内の自給教会も参加し」一 を新設することに関しては 「大阪地方の人士の気が進まぬ」
（11）こ




























会直後の同年五月の監督資金局委員 で、日本聖公会監督資金局（本 ）が各地方部に支部委員を設け 彼ら中央の監督資金局のために活動させることを準備 規則のなかに明記したことで、結局 の監督 金局との関与に消極的だった地方部も、監督資金局（支部）委員を地方部内に設置していくことになり 全地方 が従
の地方部積み立ての監督資金を中央に納金することになった。　
ここで、監督資金局支部（地方部）の集金例として、






（二） 」 （ 『立教学院史研究』八号、立教学院史資料センター、二○一一年）で既述したように、各地方部は、毎年、地方会経費か総会経費、日本聖公会伝道局経費、日本聖公会教務局（院）経費等の負担金を各受聖餐者数に応じて割り当てられていた。これは地方部所属の各個教会・講義所の負担額にほかならない。このように、地方部内のほとんどが自給途上であった教 ・講義所が、教会維持費や牧師俸給など自らの教会自給という目標以外に、地方部や中央への出費を求められるなか、任意の寄附金として監督資金局へ多大な を期待できるはずはなかった。　
しかも、一九○八年五月の監督資金局委員会で、中央
の監督資金局からの新設一教区 補助額は、資金利子の三分の一という低額に定められ、同年の日本聖公会第九総会では、監督俸給の新教区負担が二分の一か 三分の一へと減額設定されはしたものの、監督資金局との協議と合意で決まるという監督俸給の新教区負担も三分の一以上（半分や 二）になる可能性もあった。さらに、第九総会前の起草案にあ 三ヵ月分の監督資金
予納が総会で一年分の予納へと増額された新教区の負担額を、各地方部内の自給教会が、中央とは別個独自に集積しなくてはならない財政事情では、多 の補助額を期待できない中央の監督資金局への地方部からの寄附には自ずと限度があったのである。監督資金額の地方部間比較　
ところで、比較的安定した寄附金額を中央の監督資金




銭） 、北東京地方部は一八八円六七銭（年額平均約三一円四四銭） 、南東京地方部は六七一円九二銭（年額平均一一二円 大阪地方部は三○○円八四銭（年額平均約五○円一 銭） 、京都地方部は二九七円六五銭（年額平均約四九円六○銭） 、九州 六六 七三平均約一一 二 というように、各地方部ともおおむね停滞している。ただ、北海道 が激減、九州地方部も低迷、北東京地方部は不振気味、大阪地方部と京都地方部は平 なみの額を維持しているなかで、南東京地方部のみが突出してそれ以前よりもかなり多額の寄附金を提供したことは目を引く。とくに 第一次世界大戦終了にともなうヴェルサイユ会議での講和（一 一九年六月）後の第一三総会（一九二○年）では、南東 地部が他を圧倒する五一一円五○銭を 挙に納金したことで、最多額を納金してき 京都地方部に迫り、第一四総会（一九二三年）ではその京都地方部を抜いて最多額納付地方部となっている。　
概観すると、一九二○（大正九）年の日本聖公会第
一三総会から三年後の第一四総会までの各地方部の寄附金額は、いずれもほぼそれまでの平均以上の額を示いる。これは、戦後に頻繁に唱えられた「新時代」の感覚とともに、他派でも盛んだった倍加運動と 相乗効果にくわえ、一九一七（大正六）年 日本聖公 組織成立
三○周年記念伝道や、一九一九（大正八）年の宣教開始六○周年特別記念伝道などが積極的に展開され、教派としての意識高揚を提供する契機が存在したことなどが挙げられよう。　
一九二○年の第一三総会に従来平均の三倍以上の多額













北東京地方部の日本人聖職 元田作之進 一九一八（大正七）年八月二三日の『基督教週報』巻頭で、東京・大阪の「二地方混合の情態はミッションが残した罪である。ミッションをして自ら之を救済せしむるより外はないのである」 断じている
（19）。これらは米国ミッ










































総会経費の膨張に もなう負担増加が懸念されたことに加え、南東京地方部から 分割であるため、元英国ミッション系の聖職信徒 日本聖公会総会派遣の議員数が増加することになり、日本聖公会において英国ミッション側が従来よりも優勢になるという事情があった
（22）。この











「或る宣教師が前総会の時に七人の外国人監督が一段高き座席を占めて居るのを見て 其間一人の日本人監督なきは遺憾であると吾人に私語した事 あ 、外国宣教師に於てすら斯の如き感がありとすれば、日本人に於ては尚更である」と元田作之進 述べた
（27）ように、日本人
信徒にとって管轄権教区を持つ日本人監督の誕生は悲願
でもあった。こうした日本人信徒の感情を考慮してか、カナダ聖公会は中部地方部の独立にともなう新地方部監督の按手に関して、カナダ人聖職が「皆様はカナダの教会当局が日本人を初代監督に任命するのをお望みですか」と総会で質問したように、日本人監督の按手条件として日本の教会の自給にこだわらなかった。 「また、そうであるのなら自分たちカナダ人は喜んでその日本人監督の下で働きたい」とまで言って、カナダ人宣教師が日本人監督の管轄下に置かれることを承認してい のである。しかし、カナダ聖公会のこの好意ある申し出に対して、ある日本人信徒は総会議員の感情 代弁し、自給による日本人監 区の設立を望むと 理由で謝絶 全員がこれに同意している
（28）。こうした日本人の自給自治志向
は、英米聖公会が日本人監督の按手条件 していた とでもあり、自他ともに譲れない路線であった。一九○七年の米国聖公会監督 によ 日本人監督の主な聖別同意条件には、一定した別の地方に管轄教区を設置し、本国と在日の英 諸監督の同意を得て、 聖公会が日本人監督の俸給を保障し支出す こととあ
（29）が、こうした






「日本聖公会法規の誓約を撤回したる宣教師ありという、委員を挙げてその事実を審査せしむべし」との日本人議員による緊急動議に対 、 「某宣教師が誓約 撤回 たるは事実なり。主教はすでに代わりの長老を任命したり」と法規委員から回答された
（31）。このように、日本聖
公会の法規にも同意できない外国人宣教師が存在していたことから感じられ のは、日本人監督の管轄下で英米宣教師が働くこ への潜在的なためらい ある。これは、日本人監督の聖別条件として自給 固執せず 日本人管轄権下で働く意志を表明したカナダ人聖職の潔い発言と比べると対照的な動向である。英米聖公会が日本人監督の聖別条件に自給を要求するのは、在日ミッションの権益保持とともに、任地の外国人実働者によるに対する複雑な優越感情も作用していたと 推量される。　
それでも、日本聖公会第九総会の日本監督教区制定案
では、新教区内の教育・医療機関は引き続きミッション経営となり、教区内の未自給教会へもミッションの補助金が継続支給されると理解されていて、完全自給とはな
































































































ルサイユ会議の講和が結ばれ、日本国民は戦勝国側の一員として「新時代」を感じる一方、戦後の新たな国際体制のなかで、日米対立 現実や日英同盟解消が予想されるなど、日本の国際的孤立 憂慮する錯綜した国民感情が、 「国家主義」を安易に標榜する時局でもあった。そうしたなか、日本聖公会教務院は、 「欧州大戦休 となり講和の曙光を見たるの時社 一大変化の来らんとする傾向を生ぜしを以て時局に対する日本聖公会の宣言を草し之を発表したり、同時に之を諸監督に謀りた に諸監督は之に相応 て別に聖職信徒 贈る教書を発せられ
たり」
（41）として、教派の中央機関の役割を担うべく、同


































就て」と題して東京市内特別運動の初動を、一九二一年一月の『基督教週報』で言及していた北東京地方部聖職の皆川晃雄が、 「群馬、栃木、茨城 埼玉、神奈川 県は新教区に包含されたら可いと思ふ」と述べていた
（50）。
日本聖公会教務院長の元田作之進も 「教区新設 就て（一） 」と題した一九二一年六月の『基督教週報』巻頭で、第一に発表された教区 区画案は 東京府、埼玉県、群馬県、栃木県、茨城県、神奈川県 千葉県を包括する範囲で、人口総数五一八万一九四六名になるという大教区であると論及していた。しかし は、教区地域を定めるには、その地域内 人口を標準 すべきか、信徒数または教会数を標準とすべきかが問題で、欧米では教会数 基礎としているようであるが、日本では事情が異なり、たとえ を設置してもそれは「伝道的性質を帯びたものでなくてはならぬ」として、教区内に於ける少数の教会や信徒の世話だけでなく、区域内の未信徒を



















































































ミッションの設立した社団法人（または財団法人）に属し、その教会の所有でないものが多いが、これに関して以下の四つが設問されている。　（一）従来の通り外国ミッションは教区教会が使用することを承諾するか。これに対 て、米国は「然り」と回答。ＳＰＧは東京における唯一の所有である目白準教会に就いて「然り」と回答 ＣＭＳは聖パウロ教会、聖イマヌエル教会、聖シオン会堂などはすべて教会 所有であり、名義上はミッションの所有となっ 聖救主教会は半ばミッションに属し、半ば に属している。しかしこれらはいずれも教区財団法人成立 ときに、名実ともに全部財団に引き渡すこと している。これはＣＭＳ社団の規則として定められてい 、と回答した。　（二）その場合土地建物に対して納税の義務があるとすれば、外国ミッションはそ を負担するか。これに対し、米国は「然り」と回答。ＳＰＧは教区設置後も年々
「ブロック」 「グラント」として必要に応じて寄付をする。その支出が教会の責任であれば納税であれ修繕であれ自由に使用して差し支えない。ブロック・グラントは最初の一年分は現監督がミッションに対し金額を指定するが、二年目からは日本人教区監督とミッションとの直接交渉によってその金額を定める、と回答
　（三）建物の修繕は外国ミッションが負担するか、修繕の程度に制限があるなら、その程度はどれほどのものか。これに対して、米国は「然り」と回答。　（四）東京教区に所属する諸教会が財団法人または社団法人となった場合、土地建物をこの法人に引き渡す意志はあるか。条件があるとすればそれはどのような条件か。これに対して、米国は各コングリゲーション（会衆）の希望 よるが 無条件で教区または日本聖公会に引き渡すと回答。　二．新設教区内に多くの未自給教会または準教会があ
ることに関し、以下の四つが設問されてい 。　（一）これらの教会に対して、ミッションは従来通り財政上の保護を継続するか。または保護期間に制限を付けるか。これに対して、米国は「然り」としたうえで、年限を定め補助額を削減すると回答 ＳＰＧ 一の
（二） （三）への返答と同じと回答。ＣＭＳは聖シオン会堂へ補助している二○円を継続すると回答。　（二）これらの教会を法規上、東京 区主教の管理に移すか。これに対して、米国は「然り」 答　（三）これらの教会を司牧する教役者の任免権を東京教区監督に移すか。これに対して、米国は「然り」と回答。ＳＰＧも「然り」と回答。
− 38 −
　（四）または従来のように教区を補助する意味であるなら、その任命は外国ミッションの監督の権利内にあると見るべきか。これに対して、米国は「然らず」と回答。　三．新設教区内に外国人宣教師が存在する場合に関
し、次の三つが設問されている。　（一）その宣教師は日本人教区監督の下に置くことが認められるか。これに対して、米国は「然り」としたうえで、ただし宣教師が外国人伝道監督の管理下にあることを願う時は、教区内で働く間は日本人教区監督の許可を受けるべきであると回答。ＳＰＧも「然り」としたうえで、神学院にある教役者は例外 す が すべて日本人教役者と区別なしと回答。ＣＭＳは従来通り、女性教師、伝道師 婦人伝道師も含め、ミッション会議の管理下にあると回答。　（二）その場合、その宣教師の俸給と諸経費は従来の通りミッションが負担するか。これに対 て、米国
「然り」と回答。ＳＰＧはブロック・グラントとして教区に渡すか、会計から直接受け取 よう す かは相談の上定めるが、ミッションが負担することは言うまでもないと回答。　（三）従来、地方部の宣教師は二重の教会籍があり、
それでも差し支えないとされていたが、新設教区においても同様に解釈してよいか。または教区においては宣教師を客員と認め、教区会において発言権のみを与えることとし よいか。外国ミッションが満足する方法を示してほしい。これに対して、米国は外国人伝道監督の管理を離れて、日本人教区監督の管理に属する聖職となるのでなければ、教区会の議員の資格はないと回答。ＳＰＧは英国人宣教師には二重 籍はなく、これまで通り、日本聖公会の法規に服従する約束を た以上は、日本 聖職と同様に一切の権利を有すると回答。　
四．新設される東京教区内の未自給教会または準教会
















































































員）が弁明し、河合尭三、小橋実之助（京都信徒議員） 、山田助次郎（南東京聖職議員） 、前川真二郎（東北聖職議員）らが本案賛成論を述べた。 「議場の大勢は賛成と見えた」が、覚前政蔵による「特別委員に付託し審査の上で報告せしむること」との動議を、 「議長の指名により大阪京都を除く各地方より聖職一名信徒一名の特別委員を挙げ審議の上明日の議場に報告せしめ議事を進むること」と、金澤久（南東京信徒議員）が修正し、総会はこれを可決して、 長は特別委員を指名し午後六時に散会した。　
第三日目の二七日午後二時、大阪教区設置に関する特
別委員の協議結果を、委員長の吉澤直江（南東京員）が次のように報告した。 「大阪教区設置の件は当総会に於て可決するもの す但し第一回の申請書に署名したる教会が協心一致して新教区の発展に努力せ れんことを希望す」 。白石村治（北東京信徒議員）はこの報告を説明し、木村定三（北海道聖職議 ）が討論を要ず、満場一致賛成し ほしいと言う 、藤本寿作は「自分の意見が教務院にても壱も代表さ ざり 、本総会は自分の意見をも尊重されたるを感謝す、然れども希望すとは単に形式的の言葉なりや、若しそれ心から一致し得れば、無論賛成なりと、又総 は実情 調査せずし
て、希望するのみにて満場一致を以て可決するは不法なりと熱弁を」ふるった。　
これに対し、名出保太郎は誠意をもってこの件に当た











一四総会後の一九二三（大正一二）年五月一七日、東京三一大聖堂に第一回東京教区会が招集された。出席聖職議員は 九名（欠席 名） 、出席信徒議員は三二名（欠席一名） 。外国人監督や宣教師や日本人聖職も番外席に招待された。教区会は、 準備委員会が提出した教区規則と教区法憲法規案を、継続委員五名を挙げて付託とし、必要なものを仮採用し、他は調査して次回報告との提案を可決、 予算案を原案通り可決した。教区伝道局委員、監督資金 委員を挙げ、 「監督選挙投票取調委員」を議長が指名した後、常置委員選挙に移り、午後四時、いよいよ聖堂内で教区監督選 が開始された。　
第一回投票では、元田作之進が聖職一九票中一○票、
信徒三二票中一九票を得て、そのほかに三票以上を得た者はいなかった。しかし、元田獲得の聖職票も信徒票も三分の二に達していないため 第二回目 投票が行われ、その結果、元田作之進が聖職一四票、信徒二二票を得て当選した。 「全会一致を以て元田長老を挙げたし」との動議が提出されると、不賛成に三名ほどの手があがったものの ほとんど全会が挙手に り賛意を表した。選挙後、元田作之進 出席議員の厚意に感謝し、「此重大なる任務を負ふに就ては、祈祷的考慮を要する
を以て、直にここにてお承を申上げ難し」と挨拶し、議長マキム監督の祝祷後、閉会した。　
この第一回東京教区会を報告した『基督教週報』に
















































問題がこのように大きく表面化したが、これと 対照的に、新設教区に編入されることに反対の大阪府内の未自給教会もあった。京都地方部所属の未自給教会であった岸和田聖保羅教会は、新設大阪教区の区域とされた「大阪府」に入ることになるはずであった。けれども 「教会の性質からする 当然京都地方部に属して居るべきであるのにそれを 務院が教区区域決定の権能を有するからとて勝手に定めるのは、京都地方部の分割を敢 すと同じ結果になる。自給教会の場合でも、 分割である故に此点からは一応地方部と交渉を重ねるべき筈であったと言っ 穏やかならぬ人々」
（79）がいたため、日







































































督自治教区である東京教区は、関東大震災に り ようやく達成した自給六教会以上 いう教区成立条件を、教区成立後わずか四か月余りで手放すことになった である。震災直後に指名された「震災善後策構究委員」は一九二三年一二月の第二回臨時 会 、過去七回の委員会開催における「調査研究協議」を報告し 「自給教会と称するは教会に於て牧師の為め毎月百円以上の
報酬を支出し居宅を提供し且つ教会の経常費を自弁し得るものとす」と定義して、大震災一周年記念の一九二四（大正一三）年九月一日までに、六個以上の自給教会を教区内に復興させることを期すとした
（85）。しかし、その





























は、日英同盟が締結された年であり、終着点の一九二三年は日英同盟が解消された年であったことである。日本と英国が同盟関係にあった二一年間、日本聖公会は自給にもとづく 本人自治監督教区を成立させる ができなかった。英国政府ときわめて親密な英国教会が持つ日本政府への影響力を享受する英国ミッション系日本人信徒からは、こ 間、米国ミッション系日本人に比べと、日 人監督への強い要望は聞かれなかったのである。　
英国ミッション系南東京地方部の日本人信徒による監
督資金寄附金額がそれまでより突出するのは、一九二○（大正九）年の日本聖公会第一三総会においてであった。それは、前年に終結した第一次世界大戦（ヴェルサイユ条約）後の国際政治情勢の変動によって 日英同盟が解消されていく途上の時期にあ る。国家 教会の蜜月係にある英国ミッション側に対して、従来 ような政治的・経済的依存をこれ以上期待できないとの不安感にもとづく反動によるものと考えられる。　
日本はこの時期、日英同盟解消問題とともに、日米間
の太平洋をめぐる軍拡競争が加速して、日米開戦の可能
















































究』同志社大学人文科学研究所編、教文館、一九九七年、八九～九○頁）によると、日本基督教会は一九○七年九月の時点で五九教会がミッションから経済的に独立している。これは一九○五年の第一九回大会可決のより厳しい「独立決議案」以後、 九の独立教会から減少した数である。また、塩野和男「日本組合基督教会史」 （前掲『日本プロテスタント諸教派史の研究』 、一三二頁）によれば、組合教会の独立教会数は一九○四年に四○教会、一九○六年に五○教会、一九一八年は八二教会である。（13） 『基督教週報』九巻八号、一九○四年四月二二日。
































































































































































（51） 「新設教区に就て（一） 」 （ 『基督教週報』四三巻 五号、一九二一年六月一七 。
（52） 『基督教週報』四六巻一八号。
（53）





（56） 「第一回東京教区設置準備会決議録」 「第一回東京教区設置準備会常務委員会決議録」 （ 『基督教週報』四六巻九号、 九二二年一二月八日） 。
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（57） 「第二回東京教区設置準備会常務委員決議録」 「第二回東京教区設置準備会委員総会決議録」 （同右、四六巻一二号、一九二三年一月一九日） 。
（58）
同右。
（59） 「第三回東京教区設置準備会委員総会決議録」 （同右、四六巻一九号、一九二三年三月九日） 。
（60） 「第六回東京教区設置準備会常務委員会決議録」 （同右、四七巻一号、一九二三年四月一三日） 。
（61） 「第四回東京教区設置準備会常務委員会決議録」 （同右、四六巻一八号） 。





























































































































































































































































・ 「監督資金局京都地方支部会計報告」 （ 『第八回京都地方会決議録』明
治三九年四月） 。
・ 「監督資金局京都支部会計報告」 （ 『第九回京都地方会決議録』明治
四○年五月） 。
・ 「監督資金局京都支部会計報告」 （ 『第十回京都地方会決議録』第七表
ノ一、明治四二年四月） 。
・ 「監督資金局京都支部会計報告書」 （同右、第七表ノ二） 。・ 「監督資金局京都支部会計報告」 （ 『第十一定期地方 決議録』明治
四三年四月） 。
・ 「監督資金局支部会計報告」 （ 『第十二定期地方会決議録』明治四五年
三月） 。
・ 「京都地方支部委員報告」 （ 『第拾参定期京都地方会決議録』大正二年
四月） 。
・ 「監督資金局支部委員報告」 （ 『第拾五定期地方会決議録』大正五年四
月） 。
・ 「監督資金局支部委員報告」 （ 『第拾六回定期 地方 決議録』大正
八年五月） 。






































































































































附金額は、一九○三（明治三六）年からの加算金額。第八総会は一九○三～○五年の金額、第九総会は一 ○三～○八年の金額、第一○総会は一九○三～一一年の金額、第一一総会は一九○三～一四年の合計金額。また、第一二、第 三、第一四総会議決録は、前総会からの三年間の集積数字のみを記載しているため それまでの地方部寄附
































－ 大正六年三月」 （ 『日
本聖公会第十二総会議決録』大正六年五月） 。
・ 「財務局報告監督資金収納報告」 （ 『日本聖公会第十三総会議決録』大
正九年四月） 。
・ 「財務局報告監督資金収支決算」 （ 『日本聖公会第十四総会議決録』大
正十二年四月） 。
